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１　基本事項の評価

（１）
事業者業務実績
【様式４ー２】

事業者は、過去５年間、地方公共団体から受注した類似業務の実績があるか。
【採点の考え方】
・特別区での類似実績１件：１pt
・その他の実績１件：0.5pt
・同報系及び移動系の両実績を有する場合：１pt加算

5pt以上：５点、4.5～3.5pt：４点、3～2pt：３点、1.5～1pt：２点、0.5pt以下：１
点
（事務局が客観的視点により採点）

×３ 15 15 15 15 15 15 75 12 12 12 12 12 60

（２）
管理技術者の経歴及び専任性
【様式５】

管理技術者は、職務の遂行に必要な経歴等を有しているか。
【採点の考え方】
13～15pt　５点／10～12pt　４点／７～９pt　３点／４～６pt　２点／３pt　１点

①専門技術力（当該業務経験年数）
10年以上：５pt、9～7年：４pt、6～5年：３pt、4～3年：２pt、2年以下：１pt

②専門技術力（類似業務実績）
５件以上：５pt、４件：４pt、３件：３pt、２件：２pt、１～０件：１pt

③専任性（手持ち業務量：手持ち業務件数）
０～１件：５pt、２件：４pt、３件：３pt、４件：２pt、５件以上：１pt
（事務局が客観的視点により採点）

×２ 10 8 8 8 8 8 40 6 6 6 6 6 30

（３）
照査技術者の経歴及び専任性
【様式５】

照査技術者は、職務の遂行に必要な経歴等を有しているか。
【採点の考え方】
13～15pt　５点／10～12pt　４点／７～９pt　３点／４～６pt　２点／３pt　１点

①専門技術力（当該業務経験年数）
10年以上：５pt、9～7年：４pt、6～5年：３pt、4～3年：２pt、2年以下：１pt

②専門技術力（類似業務実績）
５件以上：５pt、４件：４pt、３件：３pt、２件：２pt、１～０件：１pt

③専任性（手持ち業務量：手持ち業務件数）
０～１件：５pt、２件：４pt、３件：３pt、４件：２pt、５件以上：１pt
（事務局が客観的視点により採点）

×２ 10 8 8 8 8 8 40 8 8 8 8 8 40

（４）
業務責任者の経歴及び専任性
【様式５】

業務責任者は、職務の遂行に必要な経歴等を有しているか。
【採点の考え方】
13～15pt　５点／10～12pt　４点／７～９pt　３点／４～６pt　２点／３pt　１点

①専門技術力（当該業務経験年数）
15年以上：５pt、14～12年以上：４pt、11～９年：３pt、８～６年：２pt、５年以
下：１pt

②専門技術力（類似業務実績）
５件以上：５pt、４件：４pt、３件：３pt、２件：２pt、１～０件：１pt

③専任性（手持ち業務量：手持ち業務件数）
０～１件：５pt、２件：４pt、３件：３pt、４件：２pt、５件以上：１pt
（事務局が客観的視点により採点）

×２ 10 8 8 8 8 8 40 6 6 6 6 6 30

45 39 39 39 39 39 195 32 32 32 32 32 160

満点 225 満点 225

平均 39.0 平均 32.0

２　企画提案の評価

（１）
業務従事予定者の配置計画及
びスケジュール
【様式６】

業務体制、スケジュール及び業務継続性が総合的に適切か ×４ 20 20 16 16 20 16 88 16 16 12 16 12 72

現状及び将来の電波・利用環境を踏まえ、中長期的な利用を見据えた将来的な機能拡張
や他システムとの連携にも対応可能な構成となる合理的な選択肢を示しているか ×４ 20 12 16 20 16 12 76 16 16 12 16 16 76

災害時に有効的に機能する冗長性を持ち合わせているか ×４ 20 16 12 20 16 16 80 12 16 12 16 12 68

情報伝達手段間の役割分担が整理されているか ×４ 20 20 16 16 16 16 84 16 16 12 16 12 72

災害時の情報伝達フローが具体的に示されているか ×４ 20 20 16 16 16 16 84 12 16 8 16 12 64

更新後の運用方法が具体的に示されているか ×４ 20 20 16 16 16 12 80 16 16 12 16 12 72

区職員が容易に運用できる内容となっているか ×４ 20 16 12 12 16 12 68 16 12 12 16 16 72

整備完了までのスケジュールが現実的に整理されているか ×４ 20 20 12 12 16 16 76 20 12 12 16 12 72

概算費用の算出根拠が合理的に示されているか ×４ 20 16 12 16 16 16 76 16 12 12 16 12 68

180 160 128 144 148 132 712 140 132 104 144 116 636

満点 900 満点 900

平均 142.4 平均 127.2

３　見積額の評価

（１）
見積価額
【様式11】

港区の提示金額に対し、見積額が提示額範囲内の金額であるか。
●事業規模：18,700,000円（税込）
　事業規模より高額：失格
　見積額が事業規模額の　　５点：90％未満～80％
　　　　　　　　　　　　　４点：95％未満～90％、80％未満～70％
　　　　　　　　　　　　　３点：100％未満～95％、70％未満～60％
　　　　　　　　　　　　　２点：100％、60％未満～50％
　　　　　　　　　　　　　１点：50％未満
 （事務局が客観的視点により採点）

×５ 25 15 15 15 15 15 75 20 20 20 20 20 100

25 15 15 15 15 15 75 20 20 20 20 20 100

満点 125 満点 125

平均 15.0 平均 20.0

250 214 182 198 202 186 982 192 184 156 196 168 896

満点 1,250 満点 1,250

平均 196.4 平均 179.2

% 78.6 % 71.7

350

加点項目

18

18

18

18

18

90

満点 1,340 満点 1,340

一次審査 小計②

一次審査 小計①

該当しない 0

該当しない 0

区内事業者優遇

ワーク・ライフ・バランス
推進の評価

（４）

（５）

災害時情報伝達手段と防災行
政無線の連携の適切性
【様式８】

事業計画（スケジュール及び
概算費用）の妥当性
【様式10】

新たな防災行政無線システム
の運用計画の実現性
【様式９】

一次審査 小計③

合計（小計①+②+③）

区内事業者の場合に、事務局採点項目の配点（満点）の合計５％を加点

Ａ事業者（一般財団法人ＡＶＣＣ）
配点項番・項目 評価の視点

（３）

係数

0

一次審査合計（加点項目含む）

0

0該当しない

982

0

環境配慮に対する評価

障害者雇用の評価

災害協定活動の評価 該当しない

該当しない
ISO14001の認証等に参加している又はMINATO再エネ100電力利用事業者認定を受けている事業者
に、事務局採点項目の配点（満点）の合計５％を加点
複数の認定を得ている場合はいずれかについて加点

区と災害時における協定の締結がある場合又は区と災害時における協定の締結がある団体の構成員
である場合、事務局採点項目の配点（満点）の合計５％を加点

障害者の雇用の促進等に関する法律第４３条に規定する法定雇用障害者数以上の障害者雇用がある
事業者に、事務局採点項目の配点（満点）の合計５％を加点

事務局採点配点

港区ワーク・ライフ・バランス推進企業認定、厚生労働省次世代育成支援対策推進法（平成１５年
法律第１２０号）第１３条の認定又は女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７
年法律第６４号）第９条若しくは第１２条の認定を受けている事業者に、事務局採点項目の配点
（満点）の合計５％を加点
複数の認定を得ている場合はいずれかについて加点
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防災行政無線更新にかかる整備方針策定支援及び基本設計業務委託　事業候補者選考　【一次審査結果】

（２）
システムの比較検討の妥当性
【様式７】

該当しない 0

該当しない 0

該当しない 0

Ｂ事業者

該当する 18

該当しない


